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評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：パラグアイ共和国 案件名：プライマリーヘルスケア体制強化プロジェ

クト 

分野：保健医療－保健医療システム 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 

保健第二グループ 保健第四課 

協力金額（評価時点）：1.42 億円 

協力期間 （R/D）：2012 年 2 月～2016 年 1

月（計 48 カ月） 

先方関係機関：厚生省 PHC 総局、カアグアス県衛生

局 

１－１ 協力の背景と概要 

パラグアイ共和国（以下、「パラグアイ」と記す）では、2008 年 8 月から、保健医療政策「生

活の質と平等な健康に向けた公共政策」のなかで、第 1 次保健医療サービスへのアクセス改善

を優先政策の一つとして掲げた。これを受け、厚生省はプライマリーヘルスケア（Primary Health 

Care：PHC）総局を設置し、「家庭保健」の概念に基づき、地域の予防と治療を包括的に行う PHC

の強化に取り組んでいる。具体的には、人口 3,500 人から 5,000 人に 1 カ所の割合で、医師、看

護師あるいは助産師、准看護師各 1 名程度、保健推進員 3 名から 5 名、二つの USF に 1 名の歯

科医から成る保健医療チーム「家庭保健ユニット（Unidades de Salud de la Familia：USF）」を設

置し、この USF を中心に地域の保健医療サービス改善を図っている。しかしながら、PHC 実施

のための規程やプロトコル・マニュアル、県レベルでの実施体制が整備されていない、USF の

人材への教育・訓練が十分ではない、USF と地域病院等を含めた保健医療サービス機関のなか

で救急対応やレファラルを含めた連携を行うための仕組みが整備されていない等の課題があっ

た。 

このような状況を総合的に改善するために、第 5 衛生行政区

1
（カアグアス県）を対象とし、

USF によって提供される地域保健サービスの強化及びその効果の実証を目的に、パラグアイ政

府は、わが国に支援の要請を行った。国際協力機構（JICA）は、第 5 衛生行政区（カアグアス

県）において、2012 年 2 月から 2016 年 1 月までの 4 年間を協力期間として「パラグアイ共和国

プライマリーヘルスケア体制強化プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」）を実施している。

今般プロジェクト期間の半ばを迎えるにあたり、これまでの活動と成果の実績を確認、分析す

るとともに、今後の活動の方向性について関係者の合意形成を図ることを目的とし、中間レビ

ュー調査を実施した。また、2013 年 8 月 15 日をもって大統領が代わったため、新政権における

PHC 実施に対する政策や方針を確認し、上記調査の評価結果を踏まえプロジェクト・デザイン・

マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を見直し、協力期間後半の活動計画の見直しを行

った。 

 

１－２ 協力内容 

本事業では、カアグアス県において PHC の実施体制を構築し、その経験を踏まえて、パラグ

アイ国全体での実施のモデルを形成することを目的としている。 

                                                        
1
 パラグアイでは、県ごとに衛生行政区として分けて管理をしており、カアグアス県は第 5 衛生行政区となっている。 
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（1）上位目標：プロジェクト対象地域において、母子保健水準が向上する。 

 

（2）プロジェクト目標：プロジェクト対象地域において、USF を核とした保健医療サービス

体制が整備される。 

 

（3）成 果 

1）厚生省において、保健医療サービス（USF を含む）における PHC 体制が明確にされる。 

2）USF の活動地域で、保健医療サービス機関及び行政機関の運営管理実施能力が向上す

る。 

3）USF の能力が向上する。 

4）県レベルにおける救急連絡体制が確立される。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣 2 名 

短期専門家派遣 2 名 

機材供与 保健医療機材、研修用機材、事務用機器等（4,658 万 8,025 円） 

在外事業費 1,673 万 7,180 円 

研修員受入れ 本邦研修 3 名、第三国における研修 12 名 

相手国側： 

カウンターパート配置 37 名 

土地・施設提供 厚生省中央及びカアグアス県衛生局の執務スペース 

その他 事務所の光熱費等 

２．評価調査団の概要 

団長・総括 杉下 智彦 JICA 国際協力専門員 

協力企画 大町 檀 JICA 人間開発部 保健第四課 ジュニア専門員 

評価分析 中西 政文 株式会社 JIN 

通 訳 菊池 エリカ 個人通訳 

調査期間 2014 年 2 月 15 日〜2014 年 3 月 10 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

成果は、現時点において達成されていないが、種々の活動の進捗が確認されており、プロジ

ェクト終了時における達成が見込まれる。なお、プロジェクト目標及び成果において、目標値

が設定されていないため、または指標そのものの測定が難しいため、達成度の判断ができない

項目があった。そのため、本調査団は、指標を含めた PDM 改訂案を提案することとした。 

（1）成果 1 

厚生省において、保健医療サービス（USF を含む）における PHC 体制が明確にされる。 

1）達成状況：達成されていないが、達成が見込まれる。 

2）成果 1 に関連した活動実績：ベースライン調査は、結果分析を行っている。USF の機
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能マニュアルを見直し、改訂版を厚生省に提出し、承認をめざしている。保健医療サー

ビス統合ネットワーク（the Integrated Health Service Network：RISS）に関する機能マニュ

アルは 2012 年に前政権にて省令として承認されたが、施行されず停滞していた。2014 月

3 月より RISS 委員会活動が再開され再度承認をめざす予定である。周辺 3 県において研

修地方委員会が設置され、研修中央委員会から研修地方委員会への能力強化研修に引き

続き、アルトパラナ県では研修地方委員会から USF 職員への研修が実施され、周辺県へ

の PHC 体制の広がりが認められた。以上の活動実績に基づき、成果は達成されていない

が、活動の進捗がみられ、達成が見込まれる。 

 

（2）成果 2 

USF の活動地域で、保健医療サービス機関及び行政機関の運営管理能力が向上する。 

1）達成状況：達成されていないが、達成が見込まれる。 

2）成果 2 に関連した活動実績：PHC に関する既存のプロトコルの見直しを行っている。

市レベルの保健政策・年間計画・資金計画はこれまで策定されていない。保健医療サー

ビス活動モニタリングシートはカアグアス県において運用が始められている。以上の活

動実績に基づき、成果は達成されていないが、活動の進捗がみられ、達成が見込まれる。 

 

（3）成果 3 

USF の能力が向上する。 

1）達成状況：達成されていないが、達成が見込まれる。 

2）成果 3 に関連した活動実績：USF の能力向上を目的とした研修が始まっている。研修

委員会が設置され実施体制を整えた。継続研修のための六つのガイドラインと教材を作

成した。研修中央委員会は、マニュアルと教材の作成や研修実施の準備を、独力で行う

ことができるようになった。研修受講者の理解度の確認はこれまで行われていないが、

研修モニタリングガイドの作成が開始された。成果は達成されていないが、研修実施の

ための条件が整い、研修は実施され始めている。以上の活動実績に基づき、今後成果の

達成が見込まれる。 

 

（4）成果 4 

県レベルにおける救急連絡体制が確立される。 

1）達成状況：指標の目標が設定されていないため、達成度の判断は困難である。進捗に

は遅れがみられる。 

2）成果 4 に関連した活動実績：院外医療救急サービス（Servicio de Emergencias Médica 

Extrahospitalaria：SEME）やカアグアス県庁と協議・調整し、救急調整センター設置のた

めの支援を行っているが、体制はまだ整備されていない。現在 4 台の救急車が調達済み

であり、配車待ちである。加えて、厚生省によってカアグアス県の地区病院の運転手を

対象に研修が実施された。 

 

（5）プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域において、USF を核とした保健医療サービス体制が整備される。 
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達成状況：指標が入手不可能、もしくは目標値が設定されていないため、達成度を確認

することができないが、中間レビューの時点において、プロジェクト目標は未達成であ

ると判断される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。 

1）政策・方針面： 

現パラグアイ政府は、貧困削減を大きな政策の柱として位置づけており、PHC はそ

のための重要な戦略となっている。厚生省の方針においても、PHC の実施を優先順位

の高い課題として位置づけており、パラグアイの開発政策と合致しているといえる。 

2）プロジェクト対象地の適切性 

カアグアス県は、疾病分布・人口動態・経済活動において、パラグアイの典型的な

県である。このような県でモデル形成を行うことは、妥当性が高いといえる。 

3）日本の援助方針・JICA の開発目標 

本プロジェクトは、日本政府の国際保健政策 2011-2015 や JICA 保健分野協力重点分

野との整合性がある。日本政府は、国際保健外交戦略

2
において、ユニバーサルヘルス

カバレッジ（UHC）の達成をめざした人々中心の保健システム強化を最優先課題とし

ており、一方 JICA は、保健分野の協力方針として、UHC の達成に向けた体制づくり

として、保健行政能力の強化や保健サービスの質の向上をめざす保健システムの強化

を重視している

3
。PHC の強化を図る本プロジェクトは、日本及び JICA の援助方針と

合致しているといえる。 

 

（2）有効性 

高い政治的コミットメントや活動レベルでの進捗が認められてきていることなどから、

プロジェクト終了時までに、USF を核とした保健医療サービス体制が整備されることが見

込まれる。 

1）PDM の成果と目標の論理構造 

プロジェクト目標を達成するためには成果 1 の保健医療サービスにおける PHC 体制

が明確になっている必要があり、成果 2 に関連するプロトコルやマニュアルの存在は

必須である。また、成果 2 の保健医療サービス機関と行政機関の両方の運営管理能力

の向上も求められる。プロジェクト目標で、保健医療サービス体制の整備において USF

を核とすることが条件とされていることから、成果 3 の USF の能力向上は必須であり、

保健医療サービスを提供するにあたり、患者の緊急搬送等は必然的に発生するため、

成果 4 も含まれるべきである。以上により、PDM の論理関係は適切かつ十分と判断で

きる。 

 

                                                        
2 http://www.thelancet.com/journals/lancet/article/PIIS0140-6736(13)61639-6/fulltext?_eventId=login 
3 JICA の保健分野の協力－現在と未来－http://www.jica.go.jp/activities/issues/health/index.html 
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2）プロジェクト目標の達成状況 

PDM の指標が入手不可能、または目標値が設定されていないため、達成度を正確に

確認することはできないが、本プロジェクトの活動は全体的に遅れており、成果がま

だ表れていない。特に成果 2 と成果 4 は終了していない活動が多いため、すべての成

果の発現にはまだ時間がかかる見込みである。しかし、以下のような好要因が確認さ

れており、最終的に成果が発現され、プロジェクト目標が達成されることが見込まれ

る。 

① 中央レベル、地方レベルともに、プロジェクト関係者が、本プロジェクトの目

的をよく理解し、積極的に活動に取り組んでいる。 

② 研修委員会と調査研究委員会が、中央と第 5 衛生行政区（カアグアス県）の両

方のレベルに設置され、実施体制が整えられた。 

 

（3）効率性 

本プロジェクトの中間地点までの効率性は、限定的であったが、今後は大幅な改善が見

込まれる。 

1）プロジェクトの効率性の阻害要因 

プロジェクト開始後、大統領が 2 回交代し、大臣や総局長、第 5 衛生行政局長等が

交代したことは、活動の実施に影響を及ぼした。また、PDM の指標設定がされなかっ

たことは、プロジェクト関係者の目的意識や動機をそぐ要因になり、実施プロセスへ

影響を与えた可能性がある。 

2）プロジェクトの効率性における今後の促進要因 

現在の厚生省 PHC 総局長、企画・評価総局長、保健医療サービスネットワーク総局

長、第 5 衛生行政局長をはじめとする関係者の当事者意識が高いことから、今後は円

滑で効率的に活動が実施される可能性が高い。加えて、プロジェクトの円滑な実施の

ための協力協定を厚生大臣、カアグアス県知事、カアグアス国立大学学長、本プロジ

ェクトの間で 2013 年 10 月に結んでおり、促進要因となり得る。 

3）活動面の効率性 

活動面について、特にベースライン調査の計画や実施に多くの時間をかけており、

他の活動とのバランスが良くなかった。他方で、研修委員会や調査研究委員会をつく

ったことは、パラグアイ側の関係者の高いコミットメントを引き出すことに寄与して

いる。委員会を設置してプロジェクトの実施を展開していく方法は時間とともに、そ

れぞれの役割における業務遂行能力が高まり、効率性が改善することが見込まれる。

また、エルサルバドルへの研修、エルサルバドルからの第三国専門家招へいのように、

限られたリソースを効果的に活用する工夫を行っている。 

4）コスト面の効率性 

プロジェクトは USF 促進のための制度づくりを、人材育成と機材整備の双方から支

援を行ってきた。ただし、在外事業強化費と供与機材費の合計額に対し、供与機材費

は第 1 年次 90.1％、第 2 年次 85.6％、第 3 年次 62.8％で、これまでの平均が 74.2％で

あり、プロジェクト中間時点での項目別支出割合において、供与機材費の比率が高か

った。プロジェクトの前半に機材投入の活動を集中させたと理解できる。 
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（4）インパクト 

現時点で本プロジェクトの正のインパクトは発現しつつあり、終了時評価ではさらなる

検証が必要である。 

1）他県へのインパクト 

研修中央委員会によってカアグアス県、アルトパラナ県、グァイラ県、サンペドロ

県に研修地域委員会が設置され、ファシリテーター養成研修が実施された。研修地方

委員会が独自の予算で USF の職員を対象にした研修を実施しており、他県へのインパ

クトが確認されている。 

2）関係者による分野を超えた連携体制 

中間レビュー調査を通じて、厚生省内のみならず、県知事、県庁、大学等、組織を

超えた横の連携が進められたことが確認された。 

3）懸念事項 

USF では分娩介助を行わないことから、自宅分娩の増加が懸念される。 

 

（5）持続性 

中間地点までで本プロジェクトの持続性を判断することは困難である。本プロジェクト

は今後下記の点に留意し、持続性を促進する必要がある。 

1）持続性促進に求められる要因 

住民の啓発活動を強化することが望まれる。また、USF 活動による計画策定及び予

算化に向けた活動を支援する必要がある。 

2）持続性の確保に貢献し得る要因 

① 中央と県に設置された委員会により、研修の教材作成や計画立案、ベースライ

ン調査の実施等の活動が実施されている点や厚生省の PHC総局が USFの職員を

対象とした導入研修を自主財源で実施している点等において、本プロジェクト

の自立発展のためのメカニズムが確立されており持続性の確保に貢献し得る。 

② 本プロジェクトの主要関係者が高いオーナーシップの下、主体的にプロジェク

ト活動を実施しており、持続性が見込まれる。 

③ パラグアイ厚生省は、医師・看護師の地方インターン制度の導入等、地方保健

人材育成及び定着へ取り組んでおり、PHC を担う人材確保の面から、持続性へ

の寄与が見込まれる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関する要因： 

USF の機能だけでなく、PHC を実施していくうえで必要と思われるすべての関係者の役

割の明確化や PHC 実施の制度整備等が計画されている点は、PHC のモデルを構築するうえ

で必須であると同時に、関係者全体の PHC に関する意識を改善し、知識を向上させるため

に、効果的な内容である。 

 

（2）実施プロセスに関する要因 

研修委員会と調査研究委員会が、中央と第 5 衛生行政区（カアグアス県）の両方のレベ
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ルに設置され、定期的な活動が行われている点、委員会の間の連絡体制も整っており、コ

ミュニケーションが密にとられている点も効果発現を促進している要因と考えられる。さ

らに、エルサルバドルへの研修では、パラグアイと保健状況や経済状況が比較的近い国の

PHC への取り組みの成功事例をみることができ、関係者の動機づけがなされ、PHC の実施

に関する理解が深まり、効果発現に貢献している。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関する要因 

プロジェクト開始後に起こった 2 度にわたる政権交代に伴う大幅な人事異動は活動の遅

延を招き、成果の発現を阻害した最大の要因になった。2 度目の政権交代（選挙）は事前に

予測し得た事柄であり、プロジェクトの活動計画において工夫が必要であったと考えられ

る。 

 

（2）実施プロセスに関する要因 

上記と同様に、本プロジェクト開始後の厚生省内の大幅な人事異動が、活動の停滞を招

いた。また、人事異動により、設置された委員会から離脱せざるを得ない人材もおり、委

員会が厚生省から正式な承認を受けた存在ではないため、活動が安定しない。加えて、関

係者間による PHC のモデル像についての議論がこれまで十分でなかったため、USF の機能

の明確化を含めたモデル化のための活動が具体的になっていなかった。さらに、プロジェ

クトの中間地点までにベースライン調査の実施に係る活動に多くの時間をかけたため、そ

れ以外の活動に使える時間が限定された点も問題点として考えられる。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトはパラグアイの保健政策や日本の援助方針と合致しており、カアグアス県の

特徴を考慮するとパラグアイ国のなかで典型的な県の一つといえることから、モデルを形成す

るには適切な選択であるといえる。そのため、本プロジェクトの妥当性は高い。 

有効性については、PDM の成果とプロジェクト目標との論理関係は適切であるが、活動の遅

れから成果が発現されておらず、現時点で PDM の指標の数値が設定されていない点をかんがみ

てもプロジェクト目標達成の見込みに関する判断は難しい。しかし、いくつかプロジェクト目

標達成のための好要因が確認され、目標達成は可能であると考えられる。 

2 度にわたる政権の交代が主な要因とされる大幅な人事異動による活動の停滞が本プロジェ

クト実施の効率性に制約を与えた。しかし、現政権において関係者による非常に協力的な実施

体制が構築されており、当事者意識が高いこと、現在までの研修において PHC の理解が深まっ

たことにより、今後は活動の効率性が改善される見込みである。 

インパクトについては、正のインパクトの発現が確認できている。周辺 3 県の研修地方委員

会にファシリテーター研修を実施した。その後、それぞれの県において USF を対象とした研修

が計画され、アルトパラナ県では既に研修が実施されており、他県へのインパクトが確認され

た。また、プロジェクトを通し、厚生省内や県レベルにおいて、組織を超えた横の連携が進め

られた。 

持続性については、①本プロジェクトの主要関係者は全員プロジェクト活動に協力的で、当



 

viii 

事者意識が高い、②調査研究委員会や研修委員会が中央と県の両方のレベルで機能しており実

施体制が整った、といった好要因が認められた。 

本プロジェクトは高い妥当性のなかで実施されているが、現時点での効果や効率性は限定的

である。今後は USF のモデル化に傾注し、USF 及びその周辺環境の果たす役割や機能を明確に

し、機能評価等を行って標準的かつ包括的なモデル構築を行うことが重要である。 

 

３－６ 提 言 

（1）今後の方向性 

1）プロジェクトの進捗をかんがみると、プロジェクト成果への取り組みの優先順位を検

討し、プロジェクト専門家及び担当のカウンターパートの業務分担を明確にし、効率的

かつ効果的にプロジェクト目標を達成する努力が望まれる。 

2）第 5 衛生行政区における USF のモデル化に優先的に努力を図ることを勧奨する。具体

的には、①カアグアス県における USF の機能評価に早急に着手し、②中央政府、カアグ

アス県衛生局、保健医療審議会などの役割や支援体制を明確化し、③カアグアス県にお

ける USF の包括的なパッケージとしてモデルを構築し、④全国展開を可能にするための

戦略を練ることが重要である。 

 

（2）カアグアス県レベル 

1）USF のモデル化にあたっては、USF が果たさなければならない中心的な機能（コアフ

ァンクション）を 10 程度設定し、USF の機能評価を行い、標準モデルを可視化すること

が必要である。 

2）保健人材の定着促進戦略を含んだ県 USF 長期戦略計画の策定が望まれる。 

3）合同評価調査チームとしては、さらに以下の活動の強化、及び追加を提案したい。 

① USF 活動における住民参加促進のための研修及び実施支援を強化する。 

② USF の年間計画策定のための実施支援（担当の医療審議会と共同して計画をつくる

ことが強く望まれる） 

③ 県庁の USF 年間計画の策定を支援強化する。 

④ 各 USF に保健推進員の適切な配置を促進する。 

⑤ USF に対する定期的なスーパービジョンの強化及び USF 相互のネットワークづくり

の強化を促進する。 

 

（3）厚生省レベル 

1）USF が適切な機能を果たすために、厚生省の関連総局、第 5 衛生行政局、医療審議会、

研修実施機関、研究機関及び地域の中核的保健診療施設の役割と支援的機能を明確にし、

上記の USF の機能とともにモデルの包括的パッケージとして提案することが重要であ

る。 

2）カアグアス県の USF モデル化の全国普及のために、USF の活動の取り組みを紹介する

広報ビデオ等の作成、及び第 1 回全国医療審議会大会等のフォーラム開催を支援し、モ

デルの提示等を行うことを積極的に検討する。 

3）厚生省分権化局との対話を促進し、第 5 衛生行政区（カアグアス県）における保健シ
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ステム全体像（予算措置・報告体制・人員配置等）を柔軟に検討することを促す。 

4）プロジェクトで行っている USF 継続研修に関しては、研修モニタリングの実施、研修

インパクトの評価、プロジェクト終了後の研修継続のための予算化を考えておくことが

重要である。 

5）USF モデル構築において第 5 衛生行政区（カアグアス県）におけるプロジェクト実施

体制の強化（人材配置、予算配分）を図るとともに、プロジェクト終了までの出口戦略

を早急に策定することが望まれる。 

 

（4）調整が望まれる項目 

以下の活動に関しては、他の業務との兼ね合い等により、調整が必要と考える。 

1）ベースライン調査に関しては必要最低限の根拠を抽出することに傾注する。 

2）USF のモデル構築活動が、死亡症例検討会の設置よりも優先される。 

3）救急体制の整備に関しては、仕組み、研修、実施ガイドライン等は SEME のリソース

を最大限活用する。 

 

（5）負のインパクト対策 

USF のモデル化にあたっては USF で分娩介助ができないことによる負の影響を回避する

ため、地域のレファラル診療施設との連携や貧困家庭等への経済的配慮等を含んだ長期戦

略を早急に策定することが望まれる。 

 

（6）その他の提言 

1）PDM 改訂：現行の PDM の大幅な修正は必要ないと考えるが、活動内容の見直し及び

適切な指標の設定等に関して修正が必要である。合同評価調査団は、パラグアイ厚生省

及びプロジェクトに PDM の改訂を提案する。今後双方で議論を深め、早急に改訂版を作

成・承認することが望まれる。 

2）他国との共有：他国で進行中のプロジェクトと経験・教訓を共有することが望まれる。 

 

３－７ 教 訓 

（1）パラグアイにおける PHC への政治的コミットメントの高さは、厚生省はもとより、県知

事や第 5 衛生行政局に至るまで、非常に高い。カウンターパートと専門家チームの信頼関

係の醸成は、PHC のような概念的なプロジェクトにおいては、方向性の構築や具体的な戦

略の立案のために非常に有益である。 

 

（2）人材育成と調査研究に関する作業委員会を設置することで、調整メカニズムがつくられ、

事業の継続性を高めるものと考えられる。 

 

（3）USF の現場ではさまざまな創意工夫が行われており（階層別コミュニティマッピング法、

住民対話集会等）、現場のイノベーションを引き出すことに、プロジェクトは成功している。 

 

（4）第三国における研修の有効活用は、地域全体の相互支援のあり方として今後の発展が望
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まれる。 

 

（5）プロジェクト名である ÑANDUTI（クモの巣模様の織物）の名称はパラグアイにとって、

人と人、組織と組織とのネットワークを強くイメージさせるものであり、プロジェクト関

係者において、目標意識の共有に高く貢献している。 
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第１章第１章第１章第１章    評価調査の概要評価調査の概要評価調査の概要評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

パラグアイ共和国（以下、「パラグアイ」と記す）では、2008 年 8 月から、保健医療政策「生

活の質と平等な健康に向けた公共政策」のなかで、第 1 次保健医療サービスへのアクセス改善を

優先政策の一つとして掲げた。これを受け、厚生省はプライマリーヘルスケア（PHC）総局を設

置し、「家庭保健」の概念に基づき、地域の予防と治療を包括的に行う PHC の強化に取り組んで

いる。具体的には、人口 3,500 人から 5,000 人に 1 カ所の割合で、医師、看護師あるいは助産師、

准看護師各 1 名程度、保健推進員 3 名から 5 名、二つの USF に 1 名の歯科医から成る保健医療チ

ーム「家庭保健ユニット（Unidades de Salud de la Familia：USF）」を設置し、この USF を中心に

地域の保健医療サービス改善を図っている。しかしながら、PHC 実施のための規程やプロトコ

ル・マニュアル、県レベルでの実施体制が整備されていない、USF の人材への教育・訓練が十分

ではない、USF と地域病院等を含めた保健医療サービス機関のなかで救急対応やレファラルを含

めた連携を行うための仕組みが整備されていない等の課題があった。 

このような状況を総合的に改善するために、第 5 衛生行政区

1
を対象として、USF によって提供

される地域保健サービスの強化及びその効果の実証を目的に、パラグアイ政府は、わが国に支援

の要請を行った。国際協力機構（JICA）は、第 5 衛生行政区において、「USF を核とした保健医

療サービス体制が整備されること」を目標に、①厚生省において保健医療サービス（USF を含む）

における PHC 体制が明確にされること、②USF の活動地域で保健医療サービス機関及び行政機

関の運営管理能力が向上すること、③USF の能力が向上すること、④県レベルにおける救急連絡

体制が確立されることを成果として、2012 年 2 月から 2016 年 1 月までの 4 年間を協力期間とし

て「パラグアイ共和国プライマリーヘルスケア体制強化プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」）

を実施している。 

今般プロジェクト期間の半ばを迎えるにあたり、これまでの活動と成果の実績を確認、分析す

るとともに、今後の活動の方向性について関係者の合意形成を図ることを目的とし、中間レビュ

ー調査を実施した。また、2013 年 8 月 15 日をもって大統領が代わっており、新政権における PHC

実施に対する政策や方針を確認し、上記調査の評価結果を踏まえプロジェクト・デザイン・マト

リックス（PDM）を見直し、協力期間後半の活動計画の見直しを行った。 

 

１－２ 調査団構成 

合同評価調査は以下のメンバーで実施した。 

（1）日本側 

担 当 氏 名 所  属 

団長・総括 杉下 智彦 JICA 国際協力専門員 

協力企画 大町 檀 JICA 人間開発部 保健第四課 ジュニア専門員 

評価分析 中西 政文 株式会社 JIN 

通 訳 菊池 エリカ 個人通訳 

                                                        
1
 パラグアイは 17 の県と首都のアスンシオンに区分されており、18 の衛生行政区に分かれている。県の区域と衛生行政区の

境界はほぼ一致しており、第 5 衛生行政区はカアグアス県にあたる。 
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（2）パラグアイ側 

氏 名 所  属 

Aldo Irala 厚生省企画・評価総局 プロジェクト形成モニタリング局 

企画・評価局長 USF 調整局 局長代理 

Jesus Carlos Coronel カアグアス県庁 保健企画プロジェクト長 

コロネルオビエド地域病院 救急サービスチーフ 

 

１－３ プロジェクトの概要 

プロジェクトの概要は以下のとおりである。（付属資料２の添付資料１．PDM Ver. 0） 

 

表－１ プロジェクト概要 

協力期間 2012 年 2 月から 2016 年 1 月の 4 年間 

対象地域 カアグアス県（第 5 衛生行政区） 

実施機関 厚生省、第 5 衛生行政局 

裨益対象者 カアグアス県の住民 

上位目標 プロジェクト対象地域において、母子保健水準が向上する。 

プロジェクト目標 プロジェクト対象地域において、USF を核とした保健医療サービス体

制が整備される。 

成 果 1．厚生省において、保健医療サービス（USF を含む）における PHC

体制が明確にされる。 

2．USF の活動地域で、保健医療サービス機関及び行政機関の運営管理

能力が向上する。   

3．USF の能力が向上する。 

4．県レベルにおける救急連絡体制が確立される。 
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第２章第２章第２章第２章    中間中間中間中間レビューレビューレビューレビューの方法の方法の方法の方法 

 

２－１ 中間レビュー調査の方法 

① 調査方針を策定し、評価デザインの作成・調査項目を検討する。また、調査項目に基づいて

質問票を作成し、事前に関係者に配布する。 

② 必要なデータや資料を事前に収集し、関連書類をレビューする。 

③ 質問票を回収し、内容を分析する。必要に応じてプロジェクトの関係者に質問票を使った聞

き取りを行う。 

④ PDM Ver. 0 と活動計画表〔付属資料２の添付資料１. PDM Ver. 0、添付資料６．活動計画表

（PO）〕に基づき、本案件の実績と現状が記載された質問票の内容や聞き取り結果から総合

的に検証し、プロジェクトチーム、パラグアイ側関係者とともに、評価 5 項目（妥当性、有

効性、効率性、インパクト、持続性）の各視点から包括的な評価・分析を行う。 

⑤ 上記評価結果に基づき、今後の活動内容について協議する。また、PDM の改訂案（付属資料

２の添付資料７）を作成し、プロジェクトの関係者と改訂案について協議する。 

⑥ 本案件が抱える諸問題、プロジェクトの促進要因・阻害要因等について、パラグアイ側及び

日本側と協議し、今後、両国それぞれが取り組むべき事項を検証し、「提言」としてまとめ

るとともに、類似案件等へのフィードバックとして有用な本案件の知見を検証し「教訓」と

してまとめる。 

⑦ 上記評価・分析・検証を踏まえ、プロジェクト計画見直しの必要性、プロジェクト後半の懸

案事項の対応方法について、パラグアイ側関係者とともに「評価報告書」を作成・協議し、

協議結果については「協議議事録（ミニッツ）」として取りまとめ、パラグアイ側及び日本

側で署名・交換する。 

 

２－２ 調査項目・評価基準 

（1）調査項目 

本中間レビューにおける主な調査項目は以下のとおりである。 

 

表－２ 主な調査項目 

5 項目と 

その他の基準 

主な調査項目 

大項目 小項目 

プロジェクト

概況と実績の

検証 

プロジェクト

に係る基本情

報 

厚生省の組織体制、第 5 衛生行政局の組織体制、パラ

グアイ政府の状況 

PHC に関する厚生省及び第 5 衛生行政局の政策と実施

方針と過去の経緯等 

カアグアス県の USF の数と人員の配置状況 

プロジェクトに関係する基本的な保健情報 

地方分権化の進捗状況 

関係機関の PHC に対する考え方と方針 
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 投入実績 日本側専門家派遣実績 

本邦研修、第三国における研修実施実績 

機材供与実績と供与費 

現地活動費 

プロジェクトスタッフの配置と数 

パラグアイ側カウンターパートの配置と数 

パラグアイ側によるその他の投入 

成果の達成度 成果 1 に関する達成度と現状を裏づける理由 

成果 2 に関する達成度と現状を裏づける理由 

成果 3 に関する達成度と現状を裏づける理由 

成果 4 に関する達成度と現状を裏づける理由 

実施体制とプ

ロセスの検証 

プロジェクト

のマネジメン

ト体制、協力体

制、役割 

プロジェクトの実施運営能力 

意思決定の仕組み 

カウンターパートの協力の度合い、プロジェクトに関

する認識の程度等 

厚生省 PHC 総局、企画・評価総局、医療サービスネッ

トワーク総局の役割と活動実績、組織再編成の可能性

等 

設置された委員会の役割と活動実績及び活動実施体制 

活動の進捗状

況 

活動が計画どおりに実施されたか 

遅延があった場合の原因 

計画外の活動が実施されたことはあるか、ある場合は

その効果と理由 

モニタリング

の実施状況 

PDM に関する関係者の認識はどの程度か 

活動に関するモニタリングの実施状況とその能力 

専門家の配置 専門家配置の適切性 

C/P の配置 カウンターパート配置の適切性 

外部条件 外部条件によるプロジェクトへの影響、外部条件の変

化 

妥当性 必要性 プロジェクトとパラグアイの社会ニーズとの整合性 

プロジェクト実施対象地域の裨益者のニーズとプロジ

ェクトとの整合性 

優先度 プロジェクトとパラグアイ保健政策との整合性 

プロジェクトと日本の援助との整合性 

手段としての

適切性 

プロジェクトのアプローチの適切性等 

プロジェクト

設定の適切性 

プロジェクトのスコープの適切性、実施地域の適切性、

対象者の適切性等 
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 日本の技術の

優位性 

日本が本プロジェクトを実施するにあたり、十分な技

術や蓄積を保持しているか 

有効性 プロジェクト

目標の内容 

プロジェクト目標の適切性、指標の適切性と入手の可

能性 

プロジェクト

目標の達成予

測 

プロジェクト目標を達成する見込みはあるか、プロジ

ェクト目標達成を阻害する要因はあるか 

成果とプロジ

ェクト目標の

因果関係 

成果とプロジェクト目標の論理関係は適切かつ十分か 

成果からプロ

ジェクト目標

への外部条件 

成果からプロジェクト目標に至るまでの外部条件は適

切かつ十分か、外部条件が満たされる可能性はあるか 

効率性 成果の内容 成果とその指標及びその入手手段の適切性 

成果の達成状

況 

成果の達成度の適切性、達成を阻害した要因 

因果関係 成果産出のための活動として適切かつ十分か 

投入の量とタイミングは活動の実施に対し、十分かつ

適切か 

活動から成果

への外部条件 

活動から成果に至るまでの外部条件は適切かつ十分か 

タイミング 活動の実施時期、専門家の派遣時期、機材供与の時期 

コスト 各年次の活動予算の全体額と供与機材の占める割合 

運営管理方法 プロジェクトの運営管理方法の適切性と効率性 

インパクト 上位目標の内

容 

上位目標の適切性、指標の適切性と入手の可能性 

上位目標達成

の可能性 

上位目標達成の可能性と達成を阻害する可能性のある

要因 

因果関係 プロジェクト目標と上位目標との論理関係と乖離の有

無 

プロジェクト

目標から上位

目標への外部

条件 

プロジェクト目標から上位目標に至るまでの外部条件

は適切かつ十分か 

波及効果 プロジェクトの枠外への正負の影響（政策や制度、社

会、文化、経済的側面、実施対象地域外への影響等）

またはその可能性とその方策の有無 

持続性 政策・制度面 パラグアイの政策支援の継続性、PHC に関連する法規

や制度の整備状況 
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組織・財政面 現政権と現 PHC 実施体制の継続の見込み、PHC をプロ

ジェクト対象地と全国で実施継続する体制の有無とそ

の強化の可能性、関係者の当事者意識の程度と継続の

見込み、関係機関の PHC 実施に対する予算措置と予算

確保の可能性 

持続性 技術面 技術移転の方法、プロジェクト対象地域外への普及の

メカニズム、普及する技術レベルの適切性、供与機材

の維持管理方法 

その他 持続性を阻害する要因の有無 

軌道修正の 

必要性 

 プロジェクト目標達成の可能性、投入・活動・成果の

内容・指標等の修正の必要性、プロジェクトに影響を

与える新たな外部条件の有無、事前評価時に指摘され

た課題やリスクの変化、今後のプロジェクト実施にお

ける留意点等 

 

（2）評価基準 

本中間レビュー調査は評価 5 項目

2
の観点から実施する。各評価項目の特徴は以下のとおり

である。 

 

表－３ 評価 5 項目と各項目の定義 

評価 5 項目 新 JICA 事業評価ガイドラインによる定義 

妥当性 ・プロジェクト実施の正当性や必要性を検証し、国の政策や方針、受益者のニ

ーズ、プロジェクトの位置づけ等に関する情報に基づいて分析を行うための

評価項目である。 

・プロジェクト対象地とターゲットグループ選定の妥当性についても確認を行

う。 

有効性 ・プロジェクトの効果を検証し、主にプロジェクト目標の達成状況と成果の発

現状況を指標の達成状況等から判断し、評価する。 

・成果からプロジェクト目標への論理的関係も有効性を判断する要素の一

つである。 

・外部条件による影響についても分析を行う。 

効率性 ・プロジェクトの効率性や費用対効果等についての検証を行うための評価項目

である。 

・分析を行う際にプロジェクトの実施プロセスの効率性を阻害する要因がない

かどうかも確認する。 

・投入が計画どおり活用され、活動につながっているか、活動の実施体制の適

切性もかんがみ、効率性を判断する。 

 

                                                        
2
 JICA『新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版』（2010 年 6 月） 
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・活動の進捗状況は成果発現に影響するため、その点も効率性を測るうえで重

要である。 

インパクト ・プロジェクトの長期的、波及的な効果を検証するための評価項目で、プ

ラス・マイナスの影響などについても分析を行う。 

・中間レビュー時点での分析は見込みの意味合いが強くなる。  

持続性 ・プロジェクト終了後の持続性を検証するための評価項目で、さまざまな

視点から分析を行う。 

・中間レビュー段階では見込みの分析となる。 

 

なお、本レビュー調査は、プロジェクト中間時点であるため、5 項目のなかの妥当性と有効

性、効率性に重点を置いて評価を実施した。 

 

２－３ 評価に用いたデータ・情報 

本中間レビュー調査では、以下のデータや情報を用いて評価を行った。 

 

表－４ 評価に用いたデータ・情報 

 情報項目 具体的な情報の種類や名称 

1 プロジェクトに関連する報

告書 

事業事前調査報告書、事業事前調査結果要約表等 

2 PDM と PO PDM Ver. 0、これまでに作成された PO、プロジェクトから

提出された PDM 及び PO の改訂案等 

3 プロジェクトチームから提

出された情報及び報告書 

プロジェクトチームから提出された活動実績、投入実績及

び成果の達成状況等に関する報告書及び専門家業務完了報

告書、月例報告書、プロジェクト予算支出実績情報等 

4 プロジェクト関係者や活動

実施地で得た情報 

聞き取りから入手した情報や意見、質問票に記載された情

報、現地視察で確認した状況 

5 プロジェクトによって作成

された資料 

研修ガイド 

6 PHC に関連した既存の書類 PHC プロトコル、USF マニュアル、保健医療サービス統合

ネットワーク（RISS）プロトコル等 

7 カウンターパートより入手

した資料 

厚生省企画・評価総局戦略計画 2013-2018、カアグアス県内

の一つの市の保健計画等 

8 USF から提出される月例で

提出される保健情報 

PDM の指標に関連する一部の情報 

9 集計された保健情報 第 5 衛生行政局や、厚生省 PHC 総局で集計された保健情報 

10 合同評価チーム 合同評価チームメンバーからの意見 
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11 JICA や日本政府が公開

した資料 

JICA の保健分野の協力－現在と未来－、日本政府によっ

て発表された国際保健政策 2011-2015、ランセット誌にお

いて発表された日本国際保健外交戦略 

 



 

－9－ 

第３章第３章第３章第３章    プロジェクトの実績と達成状況プロジェクトの実績と達成状況プロジェクトの実績と達成状況プロジェクトの実績と達成状況 

 

３－１ 投入実績（日本側・パラグアイ側） 

（1）日本側の投入（付属資料２の添付資料２．投入実績リスト参照） 

1）支出金額： 

プロジェクト実施のためのこれまでの JICA によるローカルコストの支出実績は 71 万

2,720 米ドルである。 

 

表－５ JICA によるローカルコストの支出実績表 

費 目 2011 年度 2012 年度 2013 年度 

（2014年 1月 31

日まで） 

合 計 

在外事業強化費 10,888 30,048 142,281 183,217 

供与機材費 108,600 180,074 240,829 529,503 

合 計 119,488 210,122 383,110 712,720 

（単位：米ドル、レート 1 ドル＝0.0002 パラグアイグァラニー

3
） 

 

2）日本人専門家の数：長期 2 名、短期 2 名 

3）エルサルバドル人専門家の数：6 名（付属資料２の添付資料３．第三国専門家一覧参照） 

4）本邦研修に派遣されたカウンターパートの数：3 名（付属資料２の添付資料４．「本邦研

修」参照） 

5）第三国（エルサルバドル）における研修に派遣されたカウンターパートの数：13 名（付

属資料２の添付資料４．「第三国（エルサルバドル）研修」参照） 

6）プロジェクトに供与された機材の種類：保健医療機材、ノート型パソコン、コピー機、

プリンター、文具、事務所用家具、研修用資機材等（付属資料２の添付資料５．供与機材

（現況）の一覧表参照） 

7）プロジェクト車両：2 台 

8）USF と地区病院、地域病院への供与機材（付属資料２の添付資料５．供与機材（現況）

の一覧表参照） 

9）救急車：4 台（うち 2 台は四輪駆動車） 

 

（2）パラグアイ側の投入 

1）カウンターパートの数：延べ 37 名 

2）厚生省及びカアグアス県衛生局内の執務スペース（事務所） 

3）プロジェクトに必要な諸経費の一部：燃料代、電気代、水道代、電話代等 

4）研修実施費用（一部の研修） 

5）第 5 衛生行政区における USF の活動モニタリングの実施費用 

  

                                                        
3
 支払時期のレートにより若干の誤差がある。 
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３－２ 活動及び成果の達成状況 

プロジェクトの開始当初に作成した活動計画表（PO）（付属資料２の添付資料６．活動計画表）

と実際の活動進捗を比較すると、数カ月から 6 カ月程度の遅れが多くみられる。また、成果は、

現時点において達成されてはいないが、種々の活動の進捗が確認されており、プロジェクト終了

時における達成が見込まれる。 

なお、いくつかの指標においては目標値が設定されていないため、または指標そのものの測定

が難しいため、達成度の判断ができない項目があった。そのため、本調査団は、中間レビュー以

降の進捗がモニタリングできるよう、指標を含めた PDM 改訂案をパラグアイ厚生省及びプロジ

ェクトに提案することとした。（第５章５－１ プロジェクトへの提言参照） 

 

（1）成果 1：厚生省において、保健医療サービス（USF を含む）における PHC 体制が明確にさ

れる。 

達成されていないが、活動の進捗がみられ、達成が見込まれる。 

 

表－６ 成果 1 に係る活動実績と進捗状況 

活 動 進捗状況 

1-1 第 5衛生行政区における

保健医療サービスに係

るベースライン調査を

行う。 

進捗に遅れがある。 

調査研究短期専門家とともに、調査手法等の研修を実施し

た。調査研究中央委員会及び調査研究地方委員会を組織し、

2013 年にベースライン調査を実施し、先住民を含む 2,112

件のデータを集めた。現在、調査結果の分析を行っている

が、調査件数が多く、また、幅広い内容を調査項目に含め

たため、時間を要している。一部の結果を簡易的にまとめ

た報告案を PHC 総局長に提出した。 

活動 1-1 のために実施した研修は以下のとおり。 

研修名 研修対象者 参加人数 

第 1 回調査研究研

修 

厚生省・大学・研究機

関の医師や看護師 

56 名 

第 2 回調査研究研

修 

 

調査委員会メンバー、

カアグアス国立大学

教員等 

29 名 

調査実施に関する

説明会及びプレテ

スト 

ベースライン調査の

調査員（カアグアス国

立大学教員と大学生） 

20 名、61

名（計 81

名） 

調査実施に関する

説明会 

同上 同上 

 

  



 

－11－ 

1-2 既存の規則等を見直し、

PHC 戦略に係る保健医

療サービス統合ネット

ワーク（RISS）の責任・

役割分担を決定し、既存

の規程について必要に

応じ改訂を行う。 

進捗に遅れがある。 

RISS に関する機能マニュアルが作成され、2012 年に RISS

の省令が発令され、厚生省で省令として承認されたが、政

権交代により施行されなかった。本プロジェクトにおいて

RISS 委員会を設置し、活動を始めていたものの、政権交代

による人事異動により RISS 委員会メンバーが交代し活動

が停滞した。2014 年 3 月より RISS 委員会の活動を再開す

ることになっており、再度機能マニュアルの見直しを行い、

現政権において承認をめざす予定である。 

1-3 USF の活動内容と PHC

体制の構築に向けた実

施体制をレビューし、必

要に応じ改訂する。 

進捗に遅れがある。 

PHC の実施体制について現状把握を行った。既存の USF 機

能マニュアルの見直しを行い、改訂版を作成した。 

プロジェクト実施期間中に政権が 2 回代わり、毎回大臣と

総局長が代わったことから、その都度 USF 機能マニュアル

について省内で見直し、修正、承認の手続きが必要となっ

たため、改訂版の承認には至っていない。 

現政権下での承認をめざすべく、改訂版を既に厚生省に提

出している。 

1-4 周辺県に対し、プロジェ

クトの成果を普及する

研修を行う。 

 

計画どおりに進んだ。 

第 5 衛生行政区の研修地方委員会

4
の設置と同時に近隣県で

あるアルトパラナ県、サンペドロ県、グァイラ県に研修地

方委員会を設置した。研修地方委員会のメンバーは、USF

職員を対象とした研修の実施やファシリテーションを行う

ことを想定している。研修中央委員会が、3 県の研修地方

委員会メンバー33 名を対象に、「USF における保健医療サ

ービス能力強化研修」を実施した。これに引き続き、アル

トパラナ県では、研修地方委員会が USF 職員を対象に「保

健医療サービス能力の強化に関する研修」を独自の資金と

人員で 2014 年 2 月に 2 回実施した。 

 

表－７ 成果 1 の達成状況 

指 標 達成状況 

1-1 USF のマニュアルが見直

され、厚生省の省令で承

認される。 

達成されていないが、プロジェクト終了までには達成が見

込まれる。 

USF 機能マニュアルを見直し、既に改訂版を厚生省に提出

している。 

  

                                                        
4 研修地方委員会及び研修中央委員会については、表－10「成果 3 に係る活動実績と進捗状況」を参照。 
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1-2 保健医療サービス統合

ネットワーク（RISS）に

係る文書もしくはマニ

ュアルが公式に承認さ

れる。 

達成されていないが、プロジェクト終了までには達成が見

込まれる。 

2014 年 3 月から RISS 委員会の活動を再開する。RISS に関

する機能マニュアルの見直しを行い、現政権での承認をめ

ざす予定である。 

1-3 周辺県に対する研修へ

の参加者数と参加県の

数 

活動は行われているが、指標の目標値が設定されておらず、

達成度合いの判断は困難である。 

既述のとおり、近隣県であるアルトパラナ県、サンペドロ

県、グァイラ県に研修地方委員会を設置し、研修中央委員

会が、研修地方委員会へ研修を実施した。アルトパラナ県

では USF の職員を対象とした研修を実施済みである。 

 

（2）成果 2：USF の活動地域で、保健医療サービス機関及び行政機関の運営管理能力が向上す

る。 

達成されていないが、活動の進捗がみられ、達成が見込まれる。 

 

表－８ 成果 2 に係る活動実績と進捗状況 

活 動 進捗状況 

2-1 USF の活動に係るプロト

コル・マニュアル等を整

備する。 

進捗に遅れがある。 

各 USF に配布されている既存の PHC プロトコルの、内容

の見直しと修正を行っている。既存のプロトコルは以下の

5 種類である。 

① 入門モジュール：一連の PHC 臨床管理 

② PHC における妊婦健診 

③ PHC における高齢者健診 

④ PHC における糖尿病管理 

⑤ PHC における精神障害の臨床管理 

2-2 状況に応じ医療審議会

5

と協力して地域保健に

関する戦略計画、年間活

動計画及び資金計画の

策定を促進する。 

進捗に遅れがある。 

第 5 衛生行政区の年間計画を立てるための 2 回の保健フォ

ーラムに参加した。関係者への聞き取りやプロジェクトチ

ームの経験より、県の保健政策及び 5 年間の保健計画は策

定されているものの、第 5 衛生行政区のほとんどの市にお

いて、戦略計画が作成されていないことが判明している。

計画が存在する場合でも、予算の執行計画のみで構成され

ている。 

                                                        
5
 医療審議会は、国・県・市の各レベルに設置され、保健政策・計画の策定、調整、予算管理、住民参加促進等を所管する。

地域保健医療審議会（市レベル）は、市長が会長となり、市議会、医師会、看護師会、市民団体等の代表者で、県保健医療

審議会は、県衛生局長が会長となり、県議会、地域病院長、市民団体等の代表者で構成される。厚生省では、人口比に基づ

き一定の地方保健に係る予算を地域保健医療審議会に配分しており、この予算は、地域保健医療審議会の裁量で運用できる

ことになっている。 
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医療審議会メンバーの異動等により、地域保健に関する戦

略計画、年間活動計画、資金計画策定の促進活動は、現在

までのところ、行っていない。 

2-3 PHCサービスの強化に係

る機材を整備する。 

進捗に遅れがあったが、PHC サービスの強化に係る機材の

調達は終わっている。 

2-4 整備されたプ ロトコ

ル・マニュアル及び年間

活動計画に沿った PHC

サービスの実施を促進

する。 

進捗に遅れがある。 

PHC のプロトコルや USF マニュアルの見直しを行ってい

る。年間活動計画に沿った PHC サービス実施促進は、行っ

ていない。 

2-5 予防措置をとるための

死亡症例検討会を組織

化する。 

進捗に遅れがある。 

死亡症例検討会は組織されており、状況調査を行った。政

権交代の人事異動を機に、現在は機能していない。 

2-6 第 5 衛生行政区の USF

の活動に関するモニタ

リングを実施する。 

進捗に遅れがある。 

2013 年に、既存のモニタリングシートを用いた 2 度のモニ

タリングに同行した。 

 

表－９ 成果 2 の達成状況 

指 標 達成状況 

2-1 PHCに係るプロトコルが

策定され厚生省で省令

にて承認される。 

達成されていないが、プロジェクト終了までには達成が見

込まれる。 

既述のとおり、プロトコルの見直しが行われており、現政

権での承認をめざしている。 

2-2 県レベルにおいて保健

政策・年間計画・資金計

画が策定される。 

達成されていない。 

県レベルの保健政策・年間計画・資金計画は策定されてい

ない。 

2-3 県衛生局に導入される

保健医療サービス活動

モニタリングシートが

厚生省において公式な

ものになる。 

達成されていないが、プロジェクト終了までには達成が見

込まれる。 

保健医療サービス活動のためのモニタリングシートは、厚

生省にあった 2 種類のモニタリングシートを、第 5 衛生行

政局が自県の状況に合わせて一つにまとめる形で作成し、

使用し始めた。 

2-4 県衛生局においてチェ

ックリストに基づいて

xx カ月に 1 回モニタリ

ングが実施される。 

活動は行われているが、指標の目標値が設定されていない

ために、達成度合いの判断は困難である。 

既存のモニタリングシートを用いて、2013 年の 2 月と 5 月

に 2 回のモニタリングを実施した。カアグアス県衛生局は

今後、年に 3 回モニタリングを実施することにしている。 
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（3）成果 3：USF の能力が向上する。 

達成されていないが、研修実施のための条件が整い、研修は実施され始めており、今後達

成が見込まれる。 

 

表－10 成果 3 に係る活動実績と進捗状況 

活 動 進捗状況 

3-1 継続的な研修調整委員

会を構築する。 

進捗に遅れはあったが、終了した。 

プロジェクトは、厚生省職員、第 5 衛生局職員などから成

る研修中央委員会と第 5 衛生行政区の USF スタッフ等から

成る研修地方委員会を設置し、カスケード方式で研修を行

うべく実施体制を整えた。 

活動 3-1 のためにその他に実施した研修は以下のとおり。 

研修名 研修対象者 参加人数 

研修委員会の運営・管

理のあり方 

プロジェクト

関係者 

14 名 

 

3-2 第 5 衛生行政区の PHC

に係る保健人材（USF

を構成する医師・看護

師・助産師・保健推進員）

の研修プログラムを策

定する。 

進捗に遅れがある。 

2013 年に研修中央委員会がファシリテーターとなり、研修

地方委員会に向けて「保健医療サービス能力強化研修」を

行い、2014 年 3 月からは、研修地方委員会がファシリテー

ターとなり USF スタッフに向けて同研修を実施することに

なっている（40 名ずつ 8 回）。 

今後、同方式を用い、種々の研修を行う予定である。 

3-3 研修プログラム実施の

ためのマニュアル・教材

を作成する。 

 

進捗に遅れがある。 

継続研修用の六つのガイドラインが本プロジェクトで修

正・印刷・製本された。厚生省で内容についての検証が終

わっており、今後正式に承認される予定である。 

六つのガイドのテーマは以下のとおり。 

① チーム医療 

② 訪問ケア 

③ 参加型計画 

④ 地域グループとの業務 

⑤ 初診の受入れ 

⑥ 管轄区域の区分け 

研修教材は、研修ガイドの内容に基づいて研修中央委員会

が作成した。これまでに 11 個の講義テーマごとのパワーポ

イントの教材、臨地実習ガイド、グループワークガイドを

作成した。講義テーマは以下のとおりである。 

① ファシリテーターの特徴 

② 家族及びコミュニティに焦点を当てたケアモデル 
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③ 家庭保健医療チームの一般的機能 

④ 家庭保健医療チームの特殊機能 

⑤ チーム医療のあり方 

⑥ 初診の受入れ方 

⑦ 管轄区域の区分け 

⑧ 家族の健康レベルの診断 

⑨ 個別の健康の度合いによる対応と計画 

⑩ 家庭訪問（訪問ケア） 

⑪ 参加型コミュニティ診断の現況の検討－コミュニティ

活動計画の作成－ 

研修中央委員会は研修プログラム実施のためのマニュアル

及び教材の作成や研修実施の準備を、独力で行うことがで

きるようになった。 

活動 3-3 のために実施した研修は以下のとおり。 

研修名 研修対象者 参加人数 

保健医療サー

ビス能力強化

研修 

研修中央委員会メン

バー、厚生省 PHC 研

修局長 

13 名、1 名

（計 14 名） 

教授案・教材作

成研修 

研修中央委員会 

 

12 名 

   
 

3-4 研修を実施する。 進捗に遅れがある。 

現時点までに以下の研修が実施されている。今後、順次の

研修計画を立て、実施していく予定である。 

活動 3-4 のために実施した研修は以下のとおり。 

研修名 研修対象者 参加人数 

地域看護研修 USF の看護師、病院

看護師 

36 名、40 名

（計 76 名） 

ESF（家庭保

健チーム）の

ための PHC 

理論の適用 

全 国 保 健 行 政 区

USF コーディネー

ター、厚生省 PHC

職員 

計 68 名 

ドップラー

使用説明研

修 

USF 医師・看護師 

准看護師・保健推進

員 

33 名、25 名、

2 名、4 名（計

64 名） 

保健データ

入力研修 

USF 代表者 36 名 

USF におけ

る保健医療

サービス能

研修中央委員会、研

修地方委員会メン

バー4 県（カアグア

53 名 
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力強化研修 ス県、アルトパラナ

県、グァイラ県、サ

ンペドロ県） 
   

 

3-5 研修のモニタリング・評

価・フィードバックを行

う。 

進捗に遅れがある。 

研修中央委員会によって研修モニタリングガイドの作成を

開始した。 

 

表－11 成果 3 の達成状況 

指 標 達成状況 

3-1 継続研修計画が策定さ

れる。 

達成されていないが、プロジェクト終了までには達成が見

込まれる。 

2014 年 3 月中旬から 7 月までの期間に県内の USF の職員を

対象に 1 回 40 名ずつの「保健医療サービス能力強化研修」

を 8 回実施する計画を立案した。その他の研修計画は、今

後策定する予定である。 

3-2 継続研修マニュアル・教

材が作成され、厚生省に

おいて承認される。 

達成されていないが、プロジェクト終了までには達成が見

込まれる。 

研修委員会が設置され、研修計画の策定、研修実施の準備、

研修マニュアルを作成した。厚生省において承認はされて

いない。研修マニュアルは、関係者の間で継続研修のガイ

ドラインのことを指し、研修をデザインし、教材を作成す

る際に活用されている。 

3-3 研修受講者の理解度 活動は行われているが、理解度を測るところまで進んでい

ない。また、指標の目標が設定されていないため、達成度

の測定は困難である。 

研修のモニタリングガイドの作成は開始されている。実施

直後ではなく、研修実施 3 カ月後に受講者の業務をモニタ

リングすることで知識の定着度を測る予定である。 

 

（4）成果 4：県レベルにおける救急連絡体制が確立される。 

指標の目標が設定されていないため、達成度の判断は困難である。進捗には遅れがみられ

る。 
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表－12 活動実績と進捗状況 

活 動 進捗状況 

4-1 救急連絡体制を整備す

る。 

進捗に遅れがある。 

院外医療救急サービス（SEME）やカアグアス県庁と協議・

調整し、救急調整センター設置のための支援を行っている

が、体制はまだ整備されていない。救急連絡体制は、SEME

の方法を活用することとなり、第 5 衛生行政区が、救急調

整センターの設置場所の土地と建物の確保を行った。 

4-2 救急連絡体制構築に必

要な機材を補充する。 

進捗に遅れがある。 

現在 4 台の救急車が調達済みであり、配車待ちである。 

4-3 救急連絡体制の運用に

係る人材を育成する。 

進捗に遅れがある。 

厚生省によってカアグアス県の地区病院の運転手を対象に

研修が実施された。 

活動 4-3 のために実施した研修は以下のとおり。 

研修名 研修対象者 参加人数 

救急車運転手の

ための研修 

カアグアス県の

救急車運転手 

6 名 

 

4-4 モニタリングを行い、必

要に応じ救急連絡体制

の見直しを行う。  

まだ活動を行っていない。 

救急連絡体制が整ったところでモニタリングを始める予定

である。 

 

表－13 成果 4 の達成状況 

指 標 達成状況 

4-1 プロトコルに沿ったレ

ファラル・カウンターレ

ファラルシートの数が

月 xx に増加する。 

 

4-2 プロトコルに沿ったレ

ファラル・カウンターレ

ファラル数が月 xx に増

加する。 

活動は行われているが、指標の目標が設定されていないた

め、達成度の測定は困難である。 

現在三つの USF よりレファラルシートが提出されている。

また、カウンターレファラルは実施されていない。プロジ

ェクト開始時のレファラルやカウンターレファラルの実施

数が不明であり、実施数を比較することは困難である。 

レファラルの現状は、USF や保健ポストの職員が、知り合

いがいる病院に連絡して、便宜を図ってもらい、患者を引

き受けてもらうケースが一般的で、プロトコルに沿って行

われていない。 

 

（5）活動の実施体制 

本プロジェクトでは、チーフアドバイザーが厚生省で中央レベル並びに全体の活動のマネ

ジメントを行い、地域保健の専門家 1 名が第 5 衛生行政区のプロジェクト事務所で活動を実

施している。業務調整員 1 名は主に第 5 衛生行政区に常駐し、適宜、厚生省の事務所でも業

務を行っている。カウンターパートの配置状況は中央と第 5 衛生行政区で 2 名ずつプロジェ
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クトの担当者がおり、それぞれ活動の実務レベルのマネジメントや調整に従事している。日

本人専門家による技術移転や業務支援はそれらの担当者だけでなく、中央と第 5 衛生行政区

に設置された研修委員会や調査研究委員会にも行われている。 

プロジェクトの実施運営に関する意思決定は中央にいるチーフアドバイザーのみならず、

カアグアス県事務所でも決定できるものもあり、地方での自由裁量が確保されている。プロ

ジェクトの活動における重要な方向性等に関しては適宜チーフアドバイザーが PHC 総局長

や企画・評価総局長、保健医療サービスネットワーク総局長、第 5 衛生行政局長と協議・調

整し、決定している。このような意思決定における参加型プロセスを通し、カウンターパー

トのプロジェクトへの認識や当事者意識は非常に高く、協力的である。また、カウンターパ

ートの配置はプロジェクトの成果に対して適切で機能的である。加えて、カアグアス県知事

や県庁職員、カアグアス国立大学、国立看護・助産継続教育センター（Instituto Nacional de 

Educación Permanente en Emfermería y Obstetricia：INEPEO）等の関係組織も非常に協力的で

あり、参加の度合いも高い。 

 

３－３ プロジェクト目標と上位目標 

（1）プロジェクト目標：プロジェクト対象地域において、USF を核とした保健医療サービス体

制が整備される。 

プロジェクト目標はプロジェクトの終了時までに達成しなければならない目標である。 

PDM の指標が入手不可能、または目標値が設定されていないため、達成度を正確に確認す

ることはできないが、中間レビューの時点において、プロジェクト目標は未達成であると判

断される。 

 

表－14 プロジェクト目標の達成状況 

指 標 達成状況 

1. 4 回以上の妊婦健診を

受けた妊産婦が xx

に増加する。 

厚生省は、4 回以上の妊婦健診を受けた妊産婦の数ではなく、

妊娠 4 カ月までに初回妊婦健診を受けた率を集計している。そ

の数値は 2011 年が 25.3％であったのに対し 2012 年は 40.6％と

大きく増加している。 

2. プロジェクト対象地

域において、施設分

娩数が xx に増加す

る。 

施設分娩数ではなく、施設分娩率として集計されている。第 5 衛

生行政区の 2012 年の施設分娩率は全国の平均（92.0％）より少

し低い 90.0％である。その率は 2010 年では 87.8％、2011 年に

は 90.1％であり、ほとんど変動がない。 

3. 5 歳未満児健診の数が

xx に増加する。 

全国の 5歳未満児の健診率が 2009年まで記録として残っている

が、それ以降の情報や第 5 衛生行政区の情報はない。 

4. 期限どおりに提出さ

れる USF の報告書の

数 

37USF 中、期限内に提出された報告書（月報）の数は 34、締切

後に提出された報告書は 1 であった。指標の目標値が定められ

ていないため、達成度は評価できない。 

5. USF において特定・コ

ントロールされてい

第 5 衛生行政区の USF において、高血圧患者の延べコントロー

ル数は、2011 年 1 万 1,059、2012 年 3 万 3,783、2013 年 3 万 8,314
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る生活習慣病の数 であり、糖尿病に係る延べコントロール数は、2011 年 2,291、

2012 年 6,919、2013 年 7,151 である。コントロールの数に増加

傾向がみられるが、目標値が定められておらず、達成度は評価

できない。 

6. すべての保健医療サ

ービス機関でワクチ

ン接種数が増加す

る。 

5 歳以下のワクチン接種率が集計されているが、成人も含めた

全体のワクチン接種率についての記録は確認できなかった。5

歳以下のワクチン接種率については 2010 年と 2011 年のデータ

のみ存在し、70.6％から 73.0％に増加している。 

 

（2）上位目標：プロジェクト対象地域において、母子保健水準が向上する。 

上位目標とはプロジェクト目標が達成された結果として発現することが期待される長期

的な効果であり、プロジェクトがめざす方向性として位置づけられる。そのため、上位目標

の達成度についての判断をこの時点で行うのは時期が早すぎる。 

 

表－15 上位目標の達成状況 

指 標 達成状況 

1. 第 5 衛生行政区で妊

産婦死亡率が出生 10

万対 xx に減少する。 

指標の目標値が設定されていないため、達成度を判断すること

は困難である。 

プロジェクトの開始当初である 2010年の第 5衛生行政区の妊産

婦死亡率の数値は 101.7（出生 10 万対）で、2011 年 104.0、2012

年 49.3 に大幅に減少したものの、2013 年は 92.7 であった。 

2. 第 5 衛生行政区で 5

歳未満児死亡率が出

生 1,000 対 xx に減少

する。 

指標の目標値が設定されていないため、達成度を判断すること

は困難である。 

西語 PDM において本指標は、5 歳未満児死亡率ではなく、乳児

死亡率（1 歳未満児死亡率）とされていた。乳児死亡率は、2010

年 14.6（出生 1,000 対）、2011 年 12.0、2012 年 12.4 とほぼ横ば

いであった。 
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第４章第４章第４章第４章    評価評価評価評価 5 項目に照らした評価結果項目に照らした評価結果項目に照らした評価結果項目に照らした評価結果 

 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。 

 

（1）政策・方針面 

現パラグアイ政府は、貧困削減を大きな政策の柱として位置づけており、PHC はそのため

の重要な戦略となっている。厚生省の方針では、PHC の実施を優先順位の高い課題として位

置づけている。保健医療分野政策 2013-2018 のなかで 10 の目標を掲げており、そのなかの「保

健医療ネットワークの設置と強化」「啓発活動と予防対策活動の強化」「保健分野における能

力管理の強化」の三つの目標は、本プロジェクトとの関係性が特に高い。以上により、本プ

ロジェクトはパラグアイの開発政策と合致しているといえる。 

 

（2）プロジェクト対象地の適切性 

カアグアス県はパラグアイの東部の中心に位置し、疾病分布においても人口動態において

も経済活動においても典型的な県であるとされている。本プロジェクトは、本モデルを全国

展開することを想定しており、このような県で実施し、PHC のモデル形成を行うことは、妥

当性が高いといえる。 

 

（3）日本の援助方針・JICA の開発目標 

本プロジェクトは、日本政府の国際保健政策や JICA 保健分野協力重点分野との整合性が

ある。国際保健政策 2011-2015 で具体的な支援として、行政能力向上やコミュニティベース

の活動強化を挙げており、本プロジェクトの活動と一致する。 

日本国の対パラグアイ事業展開計画の主要援助重点分野では、貧困対策、持続的経済開発、

ガバナンスが挙げられている。貧困対策では、社会サービスの充実と貧困層の生活向上の二

つの開発課題が掲げられており、社会サービスの充実の戦略として保健医療改善プログラム

が位置づけられている。日本政府は、2013 年 5 月に日本国際保健外交戦略を発表し、同年 9

月に安倍首相が本内容をランセット誌

6
に寄稿している。そのなかでユニバーサルヘルスカバ

レッジ（UHC）の達成をめざした人々中心の保健システム強化を最優先課題としており、本

プロジェクトがめざすコミュニティレベルにおける PHC の実現は、その重要な戦略である

といえる。 

一方 JICA は、保健分野の協力方針として、UHC の達成に向けた体制づくりとして、保健

行政能力の強化や保健サービスの質の向上をめざす保健システムの強化を重視している

7
。そ

のため、USF を核とした保健医療サービス体制の整備を通し、PHC の強化を図る本プロジェ

クトは、日本及び JICA の援助方針と合致しているといえる。 

 

  

                                                        
6
 http://www.thelancet.com/journals/lancet/article/PIIS0140-6736(13)61639-6/fulltext?_eventId=login 

7
 JICAの保健分野の協力－現在と未来－http://www.jica.go.jp/activities/issues/health/index.html 
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４－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性について、現時点ではプロジェクト目標の到達は、指標が入手困難あ

るいは目標値が設置されていないことから、評価が難しい。一方、高い政治的コミットメントや

活動レベルでの進捗が認められてきていることなどから、プロジェクト終了時までにプロジェク

ト対象地域において USF を核とした保健医療サービス体制が整備されることが見込まれる。 

 

（1）PDM の成果と目標の論理構造 

プロジェクト目標である USF を核とした保健医療サービス体制を整備するためには、成果

1 の保健医療サービスにおける PHC 体制が明確になる必要があり、成果 2 に関連するプロト

コルやマニュアルの存在が必須となり、統合化された保健医療サービスネットワークはその

支えとなる。また、成果 2 の保健医療サービス機関と行政機関の両方の運営管理能力の向上

が求められる。プロジェクト目標が保健医療サービス体制の整備において USF を核とするこ

とを条件としていることから、成果 3 の USF の能力向上は必須である。さらに、USF やその

他の保健医療機関がサービスを提供するにあたり、患者のレファラルやカウンターレファラ

ルは必然的に発生するため、より包括的な保健医療サービス体制の整備には成果 4 の救急連

絡体制の確立も含まれるべきである。上記の点から、四つの成果が発現されればプロジェク

ト目標達成が見込まれるため、プロジェクト目標と成果の論理関係は適切かつ十分であると

判断できる。 

 

（2）プロジェクト目標の達成状況 

既述のとおり、PDM の指標が入手不可能、または目標値が設定されていないため、達成度

を正確に確認することはできないが、プロジェクトの活動は全体的に遅れており、成果はま

だ表れておらず、中間レビューの現時点において、プロジェクト目標は未達成であると判断

される。各種プロトコルやマニュアルは見直しが行われているものの、厚生省の承認には至

っていない。また、成果 2 と成果 4 は終了していない活動が多いため、すべての成果の発現

には時間がかかる見込みである。しかし、以下のように成果出現に向けた好要因が確認され

ており、最終的に成果が発現され、プロジェクト目標の達成は可能であると考えられる。 

好要因の 1 点目は、中央レベル、地方レベルともに、プロジェクト関係者が、本プロジェ

クトの目的をよく理解し、積極的に活動に取り組んでいる点である。厚生省における聞き取

りにおいても、第 5 衛生局における聞き取りにおいても、カアグアス県において、PHC モデ

ルを構築するための意欲が感じられ、関係者の本プロジェクトへのコミットメントの高さが

うかがえた。2 点目は、研修委員会と調査研究委員会が、中央と第 5 衛生行政区の両方のレ

ベルに設置され、定期的な活動が行われている点である。中央レベルと地域レベルの委員会

の間の連絡体制も整い、コミュニケーションが密にとられており、実施体制が整えられたと

いえる。研修においては、本実施体制の下、最初の研修が行われており、調査においては、

ベースライン結果調査の分析が行われている。 

 

４－３ 効率性 

本プロジェクトの中間地点までの効率性は、限定的であったが、今後は大幅な改善が見込まれ

る。 
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（1）プロジェクトの効率性の阻害要因 

本プロジェクト開始以来、大統領が 2 回交代し、そのたびに厚生省の関係総局長や第 5 衛

生行政局長等の主要なカウンターパートが交代した。それ以外の時期にも、PHC 総局長が辞

任し、プロジェクトの実施を支え、協力していくべき存在が不安定かつ不在である状態が長

かった。人事異動のたびに、プロジェクトチームは新たな主要カウンターパートに PHC の

概念や本プロジェクトの内容についての説明等を行ってきた。また、人事異動の時点まで進

んでいた厚生省内における各種書類承認手続きが滞り、最初からやり直さなければならなく

なった。これらは、本プロジェクトの活動実施進捗に大きな影響を及ぼしたものと考えられ

る。 

また、PDM Ver. 0 の指標の指標数値設定が本中間レビュー時点でできておらず、成果やプ

ロジェクト目標のめざす方向性や達成度の判断基準は把握できるものの、具体的な達成度が

不明な状態が続いていた。プロジェクト目標や成果の達成を明確に測ることができないこと

は、プロジェクト関係者への目的意識や動機をそぐ要因になり、活動の実施プロセスに影響

を与えた可能性がある。 

 

（2）プロジェクトの効率性における今後の促進要因 

現在の厚生省 PHC 総局長、企画・評価総局長、保健医療サービスネットワーク総局長、

第 5 衛生行政局長をはじめとする関係者の PHC に関する理解度は総じて高く、本プロジェ

クトへの協力姿勢も強く、さらに当事者意識が高いことから、今後は円滑で効率的に活動が

実施される可能性が高い。加えて、プロジェクトの円滑な実施のための協力協定を厚生大臣、

カアグアス県知事、カアグアス国立大学学長、本プロジェクトの間で 2013 年 10 月 10 日に

結んでおり、促進要因となり得る。 

 

（3）活動面の効率性 

活動面については、特にベースライン調査の計画や実施に多くの時間をかけており、成果

2、3、4 の活動とのバランスが良くなかった。他方で、研修委員会や調査研究委員会を組織

したことは、パラグアイ側の関係者の高いコミットメントを引き出すことに寄与している。

委員会を設置してプロジェクトの実施を展開していく方法は、活動が軌道に乗るまでは効率

性が低いが、委員会のメンバーの変更が少なく、それぞれの役割における業務遂行能力が高

まることで、効率性が改善することが見込まれる。 

また、本プロジェクトは、本邦研修やエルサルバドルにおける研修、エルサルバドルから

の研修講師の招へい等限られたリソースを効果的に使いながら、プロジェクトの活動推進や

成果発現に向け、効率性を高める工夫をしてきた。特にエルサルバドルへの視察研修は効果

が高く、比較的パラグアイと保健状況や経済状況が近い国の PHC への取り組みの成功事例

を見ることで、プロジェクト主要関係者の PHC に関する理解が深まり、PHC 実施に向けて

モチベーションが高まったことが確認できた。 

 

（4）コスト面の効率性 

プロジェクトは USF 促進のための制度づくりを人材育成と機材整備の双方から支援を行

ってきた。在外事業強化費と供与機材費の合計額に対し、供与機材費は第 1 年次 90.1％、第



 

－23－ 

2 年次 85.6％、第 3 年次 62.8％で、これまでの平均が 74.2％であり、プロジェクト中間時点

での項目別支出割合において、供与機材費の比率は高かった。前半に機材の投入を集中させ

たと理解できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（交換レート：1 米ドル＝0.0002 パラグアイグァラニー、各年の 4 月 1 日の OANDA レートを採用） 

図－１ 2011 年から 2013 年のプロジェクトの支出実績表 

 

４－４ インパクト 

現時点で本プロジェクトの正のインパクトは発現しつつあり、終了時評価ではさらなる検証が

必要である。 

 

（1）他県へのインパクト 

研修中央委員会によってカアグアス県、アルトパラナ県、グァイラ県、サンペドロ県に研

修地域委員会が設置され、委員会メンバーに対し、ファシリテーター養成研修が実施された。

このことにより、委員会メンバーの PHC に対する活動意欲が高まり、アルトパラナ県、グ

ァイラ県、サンペドロ県の研修地方委員会が独自の予算で自県にて USF の職員を対象にした

研修を実施したいという申し出が厚生省 PHC 総局にあった。アルトパラナ県に関しては、

既に USF を対象とした研修が 2 回実施され、他の 2 県でも同様の研修が計画されている。こ

のように、カアグアス県外への正のインパクトが確認されている。 

 

（2）関係者による分野を超えた連携体制 

中間レビュー調査を通じて、厚生省内の 3 総局間にとどまらず、県レベルでは、これまで

県知事、県庁、カアグアス国立大学、医療審議会等の関係者を PHC の実施に巻き込んでい

る。組織を超えた横の連携が進められたことが確認された。 

 

（3）懸念事項 

今回の評価では、主な負のインパクトは確認されていない。しかし、USF では分娩介助を
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行わず、より上位の医療施設での出産を奨励する制度設計になっているため

8
、特に遠隔地や

貧困家庭等で上位の保健施設を利用しづらい人たちの出産が、むしろ自宅などで行われるこ

とにならないかが懸念される。 

 

４－５ 持続性 

中間地点までで本プロジェクトの持続性を判断することは困難である。本プロジェクトは今後

下記の点に留意し、持続性を促進する必要がある。 

 

（1）持続性の促進に求められる要因 

住民の啓発活動を強化することで、USF 活動における住民の主体的参加が促進され、住民

自身の健康増進活動も促進されることが期待できる。また現在、USF 活動による計画策定及

び予算化が検討されている段階であり、この計画の予算化に向けた活動を支援する活動は持

続性促進につながるものと考えられる。 

 

（2）持続性の確保に貢献し得る要因 

1）研修や調査研究の委員会が中央と県レベルの両方で設置され、この委員会により研修の

教材作成や計画立案、ベースライン調査が実施されている点や、厚生省 PHC 総局が USF

職員を対象とした導入研修を自主財源で実施している点等において、本プロジェクトの自

立発展のためのメカニズムが確立されており持続性の確保に貢献し得る。このような委員

会が、厚生省の正式な組織として制度化及び予算化されることが、期待される。 

2）現在の厚生省の方針として、PHC の実施を貧困対策の戦略の一部として位置づけ、重視

していることもあり、2013 年の 8 月以降に就任した本プロジェクトの主要関係者は高いオ

ーナーシップの下、主体的にプロジェクト活動を実施しており、今後の継続性が見込まれ

る。 

3）パラグアイ厚生省は、地方における保健人材不足を解消する戦略として、医師・看護師

の地方インターン制度の導入を検討しており、2014 年よりカアグアス県の地域保健施設な

どにパイロット的に保健人材を配属する予定である。将来的には、インターン制度だけで

なく医学教育課程にも組み込み、地方保健人材育成及び定着の一環とする計画であり、

PHC を担う人材確保の面から、持続性への寄与が見込まれる。 

 

４－６ 結 論 

本プロジェクトはパラグアイの保健政策や日本の援助方針と合致している。パラグアイの典型

的な県の一つであるカアグアス県で実施しており、モデルを形成するには適切な選択である。そ

のため、本プロジェクトの妥当性は高いといえる。 

有効性について、PDM の成果とプロジェクト目標との論理関係は適切であるが、活動の遅れか

ら成果が発現されておらず、現時点において PDM の指標の数値が設定されていない点をかんが

みてもプロジェクト目標達成の見込みの判断は難しい。しかし、プロジェクト関係者の積極性や、

各種委員会の活発な活動等、プロジェクト目標達成のための好要因が確認され、目標の達成が見

                                                        
8 USFが設置される前は、保健ポストが母子保健サービスを担い、出産時ケアも行っていた。 
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込まれる。 

2 度にわたる政権の交代によって起こった大幅な人事異動による活動の停滞が本プロジェクト

実施の効率性に制約を与えた。しかし、2013 年 8 月以降に就任した厚生省の関連総局長を中心と

する関係者やカアグアス県衛生局の局長を中心とする関係者による非常に協力的な実施体制が

構築されており、当事者意識が高い。また、エルサルバドルでの視察等を行うことで本プロジェ

クトの主要関係者の PHC に関する理解が深まったことにより、今後は活動の効率性が改善され

る見込みである。 

インパクトについては、正のインパクトの発現が確認できている。カアグアス県、アルトパラ

ナ県、グァイラ県、サンペドロ県の研修地方委員会にファシリテーター研修を実施したことをき

っかけに、委員会のメンバーの PHC に関する活動意欲が高まり、アルトパラナ県では既に USF

を対象とした継続研修が 2 回実施されており、他の 2 県でも同様の研修が計画されている。また、

厚生省内の 3 総局間（PHC 総局、企画・評価総局、保健医療サービスネットワーク総局）だけで

なく、県レベルでは多くの関係者を PHC の実施に巻き込んでおり、分野を超えた横の連携が進

められた。 

持続性については、現時点での判断が難しいが、以下のような好要因が挙げられる。①現在の

厚生省の方針として PHC の実施を貧困対策の戦略の一部として重視しており、本プロジェクト

の主要関係者は全員プロジェクト活動に協力的で、当事者意識が高い。②研究調査委員会や研修

委員会が中央と県の両方のレベルで機能しており、実施体制が整った。 

本プロジェクトは高い妥当性のなかで実施されているが、現時点での効果や効率性は限定的で

ある。今後は USF のモデル化に傾注し、USF 及びその周辺環境の果たす役割や機能を明確にし、

機能評価等を行って標準的かつ包括的なモデル構築を行うことが重要である。さらに、これらの

モデル化を現実に実施するための資金的、人的な長期戦略を策定することでプロジェクトの持続

性が確保されていかなければならない。 
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第５章第５章第５章第５章    提言と教訓提言と教訓提言と教訓提言と教訓 

 

５－１ プロジェクトへの提言 

（1）今後の方向性 

1）プロジェクトの進捗をかんがみると、プロジェクト成果への取り組みの優先順位を検討

し、プロジェクト専門家及び担当のカウンターパートの業務分担を明確にし、効率的かつ

効果的にプロジェクト目標を達成する努力が望まれる。 

2）第 5 衛生行政区における USF のモデル化に優先的に努力を図ることを勧奨する。具体的

には、①カアグアス県における USF の機能評価に早急に着手し、②中央政府、カアグアス

県衛生局、保健医療審議会などの役割や支援体制を明確化し、③カアグアス県における

USF の包括的なパッケージとしてモデルを構築し、④全国展開を可能にするための戦略を

練ること、が重要であると考える。 

 

（2）カアグアス県レベル 

1）USF のモデル化にあたっては、これまでの経験を基に USF が果たさなければならない中

心的な機能（コアファンクション）を 10 程度設定し、現在設立されている USF の機能評

価を行い、標準モデルの可視化（ビジュアライゼーション）を行うことが強く望まれる。 

2）USF のモデル化にあたっては、保健人材の定着促進戦略を含んだ県 USF 長期戦略計画の

策定（ロードマップの策定）が望まれる。 

3）合同評価調査チームとしてはさらに以下の活動の強化、及び追加を提案したい。 

① USF 活動における住民参加促進のための研修及び実施支援を強化する。 

② USF の年間計画策定のための実施支援（担当の医療審議会と共同して計画をつくるこ

とが強く望まれる） 

③ 県庁の USF 年間計画の策定を支援強化する。 

④ 各 USF に保健推進員の適切な配置を促進する。 

⑤ USF に対する定期的なスーパービジョンの強化及び USF 相互のネットワークづくり

の強化を促進する。 

 

（3）厚生省レベル 

1）USF が適切な機能を果たすために、厚生省の関連総局、第 5 衛生行政局、医療審議会、

研修実施機関、研究機関及び地域の中核的保健診療施設の役割と支援的機能を明確にし、

上記の USF の機能とともにモデルを包括的パッケージとして提案することが重要である。 

2）カアグアス県の USF モデル化の全国普及のために、USF の活動の取り組みを紹介する広

報ビデオ等の作成、及び第 1 回全国医療審議会大会等のフォーラム開催を支援し、モデル

の提示等を行うことを積極的に検討する。 

3）厚生省分権化局との対話を促進し、第 5 衛生行政区（カアグアス県）における USF モデ

ルの将来的あり方を含む保健システム全体像（予算措置・報告体制・人員配置等）を柔軟

に検討することを促す。 

4）プロジェクトで行っている USF 継続研修に関しては、研修モニタリングの実施、研修イ

ンパクトの評価、プロジェクト終了後の研修継続のための予算化を考えておくことが重要
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である。 

5）USF モデル構築において第 5 衛生行政区（カアグアス県）におけるプロジェクト実施体

制の強化（人材配置、予算配分）を図るとともに、プロジェクト終了までの出口戦略をカ

ウンターパートと専門家で早急に策定することが望まれる。 

 

（4）調整が望まれる項目 

合同評価調査チームとしては、以下の活動に関しては、他の業務との兼ね合い等により、

調整が必要と考える。 

1）ベースライン調査に関しては必要最低限のエビデンスを抽出することに傾注する。 

2）USF のモデル構築活動の方が、死亡症例検討会の設置よりも優先されると考えられる。 

3）救急体制の整備に関しては、仕組み、研修、実施ガイドライン等は SEME のリソース

を最大限活用する。プロジェクト後半に向け、USF のモデル化促進を行うことを中心的

活動とすることが望まれ、機材供与に関しては各 USF の必要機材の配備も終わっている

ため、今後プロジェクトの機材供与に関しては積極的な増額は望まない。 

 

（5）負のインパクト対策 

USF のモデル化にあたっては USF で分娩介助がなくなったことの負の影響を回避するた

め、地域のレファラル診療施設との連携や貧困家庭等への経済的配慮（バウチャー制度や出

産準備設備等）等を含んだ長期戦略を鋭意策定することが早急に望まれる。 

 

（6）その他の提言 

1）PDM 改訂：現行の PDM の大幅な修正は必要ないと考えるが、活動内容の見直し及び適

切な指標の設定等に関して修正が必要だと考える。合同評価調査団としては付属資料２の

添付資料７にあるような改訂案をパラグアイ厚生省及びプロジェクトに提案する。今後、

双方で議論を深め、早急に改訂版を作成・承認することが望まれる。また、改訂版 PDM

においてはそれぞれの指標の数値のベンチマークを正確に計測し、中間レビュー以降の進

捗が適宜モニタリングできるよう努力が望まれる。 

2）他国との共有：今プロジェクトの成果は現在他国で進行中のプロジェクトの教訓となり

得るため、今後経験・教訓を共有することが望まれる。 

 

５－２ 教 訓 

（1）パラグアイにおける PHC への政治的コミットメントは、厚生省はもとより、県知事、県

保健局に至るまで、非常に高いことが確認されたと同時に、パラグアイ保健セクターをよく

知る経験の深いプロジェクト専門家が触媒となり、カウンターパートのコミットメントを最

大限に引き出し、事業に反映させてきた点は特筆される。このような、カウンターパートと

専門家チームの信頼関係の醸成は、今プロジェクトのように PHC のような概念的なプロジェ

クトにおいては、全体的な方向性を練るうえでも、具体的な戦略を立てるうえでも、コンセ

ンサスを得ることが必要なだけに、非常に重要な鍵を握ると考えられる。 
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（2）人材育成と調査研究に関する委員会を中央レベルと県レベルで設置し、さらに研修効果定

着においてはモニタリング機能を制度化しており、USF の継続的支援を可能にしている。全

国展開を見据えたモデルの構築にはこのような作業委員会を設置することで、調整メカニズ

ムがつくられ、事業の継続性を高めるものと考えられる。 

 

（3）USF の現場ではさまざまな創意工夫が行われており（階層別コミュニティマッピング法、

ラベル別ファイリング法、住民対話集会、母親学級等）、現場のイノベーションを引き出すこ

とに、プロジェクトは成功している。 

 

（4）PHC の他国事例の紹介として、プロジェクトは戦略的に第三国（エルサルバドル）におけ

る研修を実施し、カウンターパートに対し、USF 事業は資金の大きさにかかわらず、自分た

ちのコミットメントで達成できるという動機づけにつながった。このような第三国における

研修の有効活用は、地域全体の相互支援のあり方として今後の発展が望まれる。 

 

（5）プロジェクト名である ÑANDUTI（クモの巣模様の織物）の名称はパラグアイにとって、

人と人、組織と組織とのネットワークを強くイメージさせるものであり、プロジェクト関係

者において、目標意識の共有に高く貢献している。 

 

５－３ 団長所感 

「パラグアイ共和国プライマリーヘルスケア体制強化プロジェクト」の愛称（ニックネーム）

は「ÑANDUTI（ニャンドゥティ）」である。これはパラグアイ人（グァラニー民族）の伝統的な

クモの巣模様に編まれた刺繍の文様という意味があるという。見事に編まれたさまざまな図形は、

木や草花、動物や昆虫など、ありとあらゆる造形をシンボル化し、生きとし生けるものの存在が

自然との調和を織りなしているさまを語りつないでいる。つまり ÑANDUTI は、個々の意味と意

味とを結んで民族としてのアイデンティティを象徴している意味体系である。まさしく「パラグ

アイ共和国プライマリーヘルスケア体制強化プロジェクト」は、人と人、組織と組織のネットワ

ークを編むための技術協力であり、人々と保健システムを結ぶ包括的な取り組みである。 

パラグアイでは、2008 年 8 月から、保健

医療政策「生活の質と平等な健康に向けた

公共政策」の一環として、第 1 次保健医療

サービスへのアクセス改善を優先課題と

して掲げ、厚生省 PHC 総局の指導監督の

下に地域保健を担う保健診療施設として

「家庭保健ユニット（Unidades de Salud de 

la Familia：USF）」の設置が行われてきた。

USF の戦略とは、従来「地域病院」主体で

行われてきた保健システム強化をさらに

一歩住民側に押しすすめ、最先端施設であ

る「USF」にサービス提供の主体を移すこ

とによって、1 次医療サービスの拡充と、 図－２ USF 戦略の概念図 
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上位の保健施設（市立・県立・国立病院など）の負担軽減を図る戦略的な取り組みであるといえ

る。 

さらに USF は、住民が主体的に健康の維持、増進に取り組むための仕組みづくり、つまり保健

推進員などによる家庭訪問や住民参加を基本とした保健プロモーション活動による予防的サー

ビスの促進によって、限られた保健資源（財源・人材・機材など）のなかで保健システム全体の

効率性と対費用効果を高めるという、サプライサイドとデマンドサイドの相乗効果を促すための

包括的プログラムである（図－２参照）。 

具体的には、USF は地域の予防と治療を包括的に行う PHC の強化の拠点として、人口 3,500 人

から 5,000 人に 1 カ所の割合で、医師、看護師あるいは助産師、准看護師、保健推進員、歯科医

などから成る保健医療チームを構成し、コミュニティの保健ニーズを分析し、地域の実情に応じ

た保健医療サービスの提供を行っている。このように USF の戦略は、コミュニティが中核となっ

て住民に近いところで保健システム強化を行っているという意味において、「本当にサービスが

必要な人々が、本当に必要なサービスを享受できる」という「ユニバーサルヘルスカバレージ

（UHC）」の精神に則った国家的プログラムであるといえる。 

今回、プロジェクト中間レビュー調査団として、保健大臣・副大臣をはじめ、各総局長、担当

官、研修委員会、研究委員会との意見交換に参加し、パラグアイ厚生省における USF プログラム

及びプロジェクトに対するコミットメントの高さに大変な感銘を受けた。さらに県知事以下、県

保健局、県立病院、そして県・地域医療審議会においても、プロジェクトに対する意気込みと協

力体制を感じた。このようなパラグアイ側の情熱を、強い信頼関係と深い経験のあるプロジェク

ト専門家が、カウンターパートのコミットメントを最大限に引き出してきている点は特筆される。

特にエルサルバドルへの訪問が契機となって、「パラグアイでも PHC プログラムを実現できる」

というモチベーションにつながってきている様子を随所で確認することができた。また、USF 施

設で働く保健従事者が革新的な取り組み（階層別コミュニティマッピング法、ラベル別ファイリ

ング法、住民対話集会、母親学級など）を行ってきており、プロジェクトが現場のさまざまな創

意工夫を引き出してきている。 

今回の中間レビュー調査を通してプロジェクトの出口戦略を考えたときに、パラグアイ側から

の要望として「USF のモデル化と全国展開のための戦略策定」への期待が大きいことが確認され

た。しかし、これまでのプロジェクト活

動においては、「モデル化」という点に関

して全般的な遅れが生じていたことは否

めない。度重なる政権交代による幹部人

材の人事異動などで遅延が生じたことも

あるが、主要な原因は USF プログラムに

関するパラグアイ側・日本側の双方でプ

ロジェクトの方向性とアイデアが明確に

なっていなかったために、戦略的取り組

みや支援シナリオが詳細に検討されてこ

なかったことと想像された。そのため、

この中間レビュー調査の機会を活用し、

プロジェクト専門家及びカウンターパー 図－３ プロジェクトの方向性の概念図 
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トとの度重なる意見交換を行って活動を整理し、プロジェクトのめざす方向性と実施戦略を明確

にし、PDM の改訂案としてパラグアイ厚生省・カアグアス県保健局・及び専門家チームに対して

提言を行った。 

今後のプロジェクトの方向性としては、USF のモデル化に向けてプロジェクトの成果を集約す

る形で努力を傾注することが重要である。そのため、USF 及びその周辺環境の果たす役割や機能

を明確にし、既存の USF の機能評価等を行うことで、標準的かつ包括的なモデル構築を行うこと

が求められている。さらに、これら USF のモデルを普及するための資金的、人的な長期戦略を策

定することで、プロジェクトの持続性が確保されるための出口戦略となると考えられる。 

具体的には、①カアグアス県における USF の機能評価に早急に着手し、②中央政府、カアグア

ス県衛生局、保健医療審議会などの役割や支援体制を明確化し、③カアグアス県における USF

の包括的なパッケージとしてモデルを構築し、④全国展開を可能にするための戦略を練ること、

が重要である（図－３参照）。端緒となる活動としては、カアグアス県での具体的な経験を基に、

USF が果たさなければならない中心的な機能（コアファンクション）を 10 程度設定し、現在設

立されている USF の機能評価を行って、何をもって標準モデルといえるかを顕在化していくこと

が求められている。そのうえで、USF 活動における基礎的研修と住民参加促進のための実施支援

を強化するとともに、医療審議会と協働して県の USF 年間計画の策定を支援し、定期的なスーパ

ービジョンの強化及び USF 相互のネットワークづくりの強化を促進することが重要となってく

る。 

同時に、厚生省レベルにおいては、USF が適切な機能を果たすために、厚生省の関連総局、第

5 衛生行政局、医療審議会、研修実施機関、研究機関及び地域の中核的保健診療施設の役割と支

援的機能を明確にし、上記の USF の機能とともにモデルの包括的パッケージとして提案すること

が重要である。また、カアグアス県の USF モデルの全国普及のために、USF の活動の取り組みを

紹介する広報ビデオ等を作成し、フォーラムなどを効果的に使いながらモデルを内外に例示的に

示していくことも積極的に考慮したい。 

さらに、プロジェクト専門家チームとしては、このような明確な拡大戦略のシナリオに基づき、

プロジェクト成果への取り組みの優先順位を検討し、専門家間、または専門家とカウンターパー

トの業務分担を明確にして、効率的かつ効果的にプロジェクト目標を達成する努力が望まれる。 

総評としては、上述のように中間レビュー時点での成果の発現は限定的であるとの結論である

が、パラグアイ・日本側双方のコミットメントの高さと現場の革新的な取り組みをかんがみると、

上述のような活動シナリオに沿って鋭意努力をすれば、プロジェクト終了時点までには、前半の

遅れを挽回するばかりか、それ以上のインパクトが達成されると信じている。 

最後に、今回の合同レビュー評価にご協力を頂きました日本側・パラグアイ側評価団員の皆様、

開発パートナーの皆様、JICA パラグアイ事務所・JICA 人間開発部の皆様、そしてなによりも現

場でご尽力を頂いているプロジェクト専門家・カウンターパートの皆様に心から感謝の意をお伝

えしたいと思います。 
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